
 

2021 年12 月17 日 

各   位 

会 社 名 株式会社白洋舍 

代表者名 代表取締役社長 松本 彰 

（コード番号：9731 東証第一部） 

問合せ先 広報・IR室長   石川 誠二 

電  話 03－5732－5111 （代） 

 

 

「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の改定について 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及

び枠組み等を定めた「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の改定（2022年1月1日付）を

決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．改定の目的 

  コーポレートガバナンス・コードが改訂されたことに伴い、その趣旨・内容を踏まえ、 

 本ガイドラインの一部を改定するものであります。 

 

２．主な改定内容 

 （１）サステナビリティを巡る課題について、新たに策定した「サステナビリティ基本 

    方針」に基づき対応すること等を明記 

 （２）取締役会等の役割・責務について、サステナビリティを巡る課題への取組み、事業 

    ポートフォリオに関する戦略実行の監督を追記 

 （３）指名委員会・報酬委員会について、独立社外取締役の構成比率を、「半数以上」から、 

    「過半数」に変更 

 （４）経営戦略や経営計画の策定・公表について、事業ポートフォリオに関する基本的な 

    方針や事業ポートフォリオの見直しの状況を有価証券報告書等で開示する旨を追記 

 

   改定後の「コーポレートガバナンス・ガイドライン」は別紙をご参照願います。 

 

 

以   上 
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コーポレートガバナンス・ガイドライン 

 
序文 

 株式会社白洋舍（以下、当社という。）は、創業以来の「基本精神」をサービスの原点

として、「経営ビジョン」の実現を図り、「人々の清潔で、快適な生活空間づくりのため

に、たゆまぬ技術革新と感動を与えるサービスを提供し、社会に貢献すること」を理念

（社会的存在意義）として掲げている。 

本ガイドラインは、こうした経営理念を事業展開の礎としつつ、当社が実効性あるコー

ポレートガバナンスを確保することで、持続的に成長し、中長期的な企業価値向上を図る

ことを目的として、制定したものである。 

 

【白洋舍の基本精神】 

 「奉仕の徹底」： 常に、お客さま、取引先、従業員、株主、地域社会のそれぞれ 

         の立場に立って、自分にしてもらいたいことは、ほかの人にも 

         そのようにします。 

「一人代表」 ： 白洋舍の従業員であることを誇りに思い、一人ひとりが白洋舍 

        の代表として行動します。 

「開拓者精神」： 業界のリーディング・カンパニーとして、たえず新しいサービ 

        スや技術に挑戦し、最先端を走り続けます。 

【白洋舍の経営ビジョン】  

「お客さま第一」：私たちは、蓄積された技術、心のこもった接客を通して、お客 

 さまにご満足いただけるトータル品質を提供します。 

「魅力ある職場」：私たちは、白洋舍ブランドの担い手として、お客さまから信頼 

         を得られるように全員が知識を習得し、明るく魅力的な職場を 

         つくります。 

「自然との調和」：私たちは、自然環境と地域社会の安全を守り、健康で快適な生 

         活の増進に貢献します。 

 

第１章 総則 

（コーポレートガバナンスの基本的な考え方） 

第 1 条  当社は機関設計として、監査役会設置会社を選択し、取締役会が重要な業務執 

行に係る決定及び業務執行の監督を行うとともに、監査役及び監査役会が取締役 

の業務執行等を監査する。 

  ２． 当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るべく、取締役会に 

おいて、意思決定の合理性を確保しつつ、企業戦略等の大きな方向性を示してい 

く。あわせて、以下の方針に基づき、コーポレートガバナンスの充実に取り組む。 

 ①株主の権利や平等性を確保する 

 ②ステークホルダーと適切に協働する 

 ③適切に情報開示を行い、透明性を確保する 

 ④取締役会等の役割・責務を適切に果たす 

 ⑤株主との間で建設的な対話を行う 
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第２章 株主の権利・平等性の確保 

（株主総会） 

第 2 条  当社は、株主総会が当社における最高意思決定機関であること、及び株主との 

    建設的な対話の場であることを認識し、株主総会関連の日程を適切に設定する。 

２． 当社は、株主が株主総会議案への検討時間を十分に確保した上で、議決権を行 

  使できるよう、株主総会開催日の 3 週間前を目処として招集通知の発送を行うと 

  ともに、発送日前に当社ホームページにおいて電子的に開示する。 

 

（株主の権利・平等性確保） 

第 3 条  当社は、株主を株式の内容及び数に応じて平等に扱い、株主間で情報格差が生 

じないよう適時適切に情報開示を行う。 

  ２.    当社は、株主総会における会社提案議案への議決権行使の結果、反対票が一定 

    比率を超える場合は、取締役会において原因分析を行い、株主との対話等の要否 

    について検討を行う。 

 

（資本政策の基本的な方針） 

第 4 条  当社は、中長期的な企業価値向上を目的として、財務の健全性を保つととも 

に、資本効率の向上を図る。 

  ２． 株主還元については、安定的な配当の実施を基本としつつ、利益水準、持続的

成長のための設備投資等とのバランスを考慮して行う。 

 

（政策保有株式） 

第 5 条  当社は、政策保有株式について、取引関係の維持・発展等保有意義が認められ 

る場合を除き保有しないこととし、株価変動リスクが財務上与える影響等も鑑み、 

縮減を図っていく。 

  ２． 保有する個別銘柄ごとに、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本

コストに見合っているか等を、毎年取締役会にて検証を行う。 

  ３． 政策保有株式の議決権行使については、当社及び発行会社の企業価値向上に資

するか等を総合的に勘案して行使することとし、必要に応じて、発行会社と対話

を行う。 

 

（関連当事者との取引） 

第 6 条   当社は、取締役及び取締役が実質的に支配する法人等との競業取引及び利益相 

反取引について、取締役会規則に基づき、取締役会の承認事項としており、取引が

会社や株主共同の利益を害することのないよう、適切に監督を行う。 

 

 

第３章 ステークホルダーとの協働 

（行動規範） 

第 7 条  当社は、当社グループすべての役員及び従業員一人ひとりが、社会の期待に応 

えて行動するよう、「業務を適正に保つための基本方針」及び「行動指針」等から

なる「行動規範」を制定し、その浸透を図る。 
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（サステナビリティを巡る課題への対応） 

第 8 条   当社は、自然環境と地域社会の安全を守り、健康で快適な生活の増進に貢献す 

    ることで、経営ビジョンに掲げる「自然との調和」の実現を図る。 

２． 当社は、「サステナビリティ基本方針」に基づき、サステナビリティを巡る 

  課題について、マテリアリティ（重要課題）を特定、課題への取組みを進めるとと

もに、リスク管理だけではなく収益機会であると認識し対応、その取組み状況につ

き、サステナビリティ委員会より、定期的に取締役会報告を行う。 

 

（女性の活用を含む多様性の確保） 

第 9 条  当社は、多様な人材が活躍できる組織づくりを目的に、ダイバシティー推進室 

を設置し、女性及びシニア層の活躍を推進するとともに、障がい者の雇用を促進 

する。 

  ２． 当社は、企業価値向上を図るためには、女性の視点や感性、創意工夫が欠かせ 

    ないと認識し、「女性活躍推進」を「経営戦略」として位置付け、登用比率を経営 

    目標として掲げるとともに、中途採用者への登用機会の提供、外国人採用等を通 

    じて、中核人材の多様性確保を図る。 

 

（内部通報） 

第 10 条   当社は、コンプライアンスに関する問題の早期発見及び是正を図るため、通報 

    窓口を社内と外部法律事務所にそれぞれ設置する。 

２． 当社は、「内部通報規程」により、内部通報者が保護される体制を確保するとと 

もに、取締役会は、定期報告を通じ、通報内容及びその後の対応を把握し、運用 

状況の監督を行う。 

 

（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮） 

第 11 条  当社は、外部委託している企業年金の運用状況について、毎年経営会議宛報告 

を行うとともに、十分なモニタリングが可能となるよう、社内担当部署に必要 

な経験や資質を備えた人材の配置を行う。 

 

 

第４章 適切な情報開示と透明性の確保 

（情報開示の充実） 

第 12 条  当社は、適切な情報の開示・提供が、株主等のステークホルダーと認識を共有 

し、その理解を得るための有力な手段であるものと認識し、法令に基づく情報開 

    示以外にも、サステナビリティについての取組みや人的資本や知的財産への投資等、

ステークホルダーにとって重要と判断される情報については、正確でわかりやすい

情報提供を主体的に行う。 

 

（外部会計監査人）  

第 13 条  当社は、外部会計監査人は監査等を通じて開示する情報の信頼性を担保する存 

在であることを認識し、監査日程や監査体制の確保に努める。 

   ２.   当社は、開示情報の信頼性や監査の品質を確保する観点から、必要十分な監査 

    時間、及び外部会計監査人と代表取締役社長、管理部門担当取締役との面談の場 

を確保する。 
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３． 外部会計監査人より金融商品取引法上の是正措置を求められた場合及び重要な 

「不備・問題点」につき指摘があった場合は、取締役会及び監査役会に報告し、適

切に対処する。 

   ４.   監査役会は、外部会計監査人との緊密な意見交換や監査状況等を通じ、独立性

と専門性の有無について確認を行うとともに、監査実施状況や監査報告等を通じ、

職務実施状況の把握・評価を行い、「会計監査人の選任・解任・再任・不再任の決

定指針」に基づき網羅的かつ適正に判断し、外部会計監査人の再任等を決定する。 

 

 

第５章 取締役会等の役割・責務 

（取締役会等の役割・責務） 

第 14 条  取締役会は、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るべく、経営計 

画の策定などを通じて、企業戦略の方向性を示すとともに、意思決定過程の合理 

性を確保していくことで、適切なリスクテイクを支える環境整備を行う。 

２．  取締役会は、過半数を独立社外取締役で構成する任意の諮問機関（指名委員会・ 

  報酬委員会）を設置し、取締役等の指名・報酬などの決定において、独立性・客 

  観性を高めることで、取締役等の監督を行う。 

  ３． 取締役の監督機能と執行役員による業務執行機能を分離することで、監督機能 

    の向上及び業務執行の迅速化を実現する。 

４． 取締役会は、法令・定款等に基づき、「取締役会規則」にて決議事項を定め、 

  自ら判断・決定すべき事項を明確化するとともに、それ以外の事項については、 

  執行役員に委任し、社長執行役員等へ決定を委ねる。 

５． 取締役会は、中期経営計画の実現に向けて、その進捗状況についてフォローア 

ップを行うとともに、達成状況について分析を行い、次期計画へ反映させる。 

６．  取締役会は、中長期的な企業価値向上の観点から、サステナビリティを巡る課 

  題への取組み、及び事業ポートフォリオに関する戦略の実行について、実効的に 

  監督を行う。 

  ７． 取締役会は、定期報告を通じて、内部統制システムの整備状況、及び運用状況 

    の有効性評価を行い、実効性の高い監督を行う。 

  ８． 取締役は、株主から負託されている受託者責任を認識し、ステークホルダー 

との協働を確保しつつ、企業価値の向上を図る。 

  ９． 取締役の任期は、事業年度毎の経営責任を明確化するとともに、経営環境の変 

化に迅速に対応することを目的に 1 年とする。 

 

（監査役会等の役割・責務） 

第 15 条  監査役及び監査役会は、株主から負託されている受託者責任を認識し、独立し 

た客観的な立場から、取締役の業務執行の監査、外部会計監査人の選解任や監 

査報酬に係る権限を行使する。 

  ２． 監査役及び監査役会は、社内実情に精通した常勤監査役に加え、社外監査役に高

い専門知識を有する弁護士・公認会計士や企業経営経験者等を確保することで、独

立性や情報収集力を強化し、取締役会等において適切に意見を述べる。 

３． 監査役及び監査役会は、社内取締役との個別面談を定期的に行うとともに、社 

外取締役との意見交換の場を持ち、情報収集力の強化と連携を確保する。 

４． 常勤監査役は、取締役会に加え、経営会議等業務執行に係る重要な会議に出席し、
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適切な意見を述べるとともに、社外監査役との情報共有を図り、監査役会の実効性

を高める。 

 

（独立社外取締役の役割・責務） 

第 16 条   当社は、企業経営経験等を有し、ステークホルダーの視点を持った独立社外取 

締役を、取締役会総数の 3分の 1以上選任する。 

２． 独立社外取締役は、豊富な経験と幅広い知見に基づき、重要な業務執行に係る 

決定に際し助言を行い、中長期的な企業価値向上に寄与する。 

３． 独立社外取締役は、取締役会の諮問機関として設置する「指名委員会」「報酬委

員会」の委員として、取締役等の指名・報酬の決定を通じ、実効性の高い監督を行

う。 

  ４． 当社は、東京証券取引所の独立性基準を充足し、一般株主と利益相反の生じる 

おそれのない社外取締役を、独立性を有する旨判断し、東京証券取引所宛に、独 

立役員としての届出を行う。 

 

（指名委員会） 

第 17 条  当社は、取締役・監査役等の人事の決定における独立性・客観性を確保するた 

め、取締役会の諮問機関として「指名委員会」を設置する。 

  ２． 「指名委員会」の委員は、取締役会が選定した 3 名以上の取締役で構成され、 

そのうち過半数は、独立社外取締役とする。 

  ３． 株主総会へ付議する取締役選任議案は、「指名委員会」での審議を経て、取締役 

    会で決議を行い、監査役選任議案は、「指名委員会」での審議を経て、監査役会の

同意を得た上で、取締役会で決議を行う。 

  ４． 「指名委員会」は、代表取締役社長の後継者計画について、指名に係る方針を明

確化するとともに、手続の公正性を確保する。 

 

（報酬委員会） 

第 18 条  当社は、取締役の報酬等の決定における独立性・客観性を確保するため、取締 

役会の諮問機関として「報酬委員会」を設置する。 

  ２． 「報酬委員会」の委員は、取締役会が選定した 3 名以上の取締役で構成され、 

そのうち過半数は、独立社外取締役とする。 

  ３． 取締役の報酬等は、その役割・責務、当社業績、及び同規模上場会社の報酬水 

準等を勘案、「報酬委員会」での審議を経て、取締役会で決議を行う。 

 

（取締役会・監査役会の実効性確保） 

第 19 条  当社は、取締役会が備えるべきスキルを特定した「スキルマトリックス」の策 

    定等により、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保 

    しつつ、意思決定の迅速化を図るため、構成・員数を適正化する。 

  ２． 取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たす上で、必要な時間・労力を 

    確保することとし、他の上場会社を含む重要な兼職については、合理的範囲に 

留めるとともに、その兼任状況について、「株主総会招集ご通知」の参考書類等で

開示を行う。  

  ３． 当社は、取締役会がその役割・責務を果たしているかどうか分析・評価するた 

め、外部法律事務所の活用により、個々の取締役等に対し取締役会運営に関する 
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自己評価アンケートを実施し、その結果について、取締役会にて協議する。 

  ４． 当社は、取締役会及び監査役会の機能発揮に向けて、内部監査部門が、定期報 

    告や連絡会を通じて直接報告を行う機会を確保する。 

 

（取締役会における審議の活性化） 

第 20 条   取締役会は、審議の活性化を図るため、取締役会資料の事前配布を励行すると 

     ともに、年間開催スケジュールや予想される審議事項については事前に決定し、 

     取締役及び監査役に通知する。 

  ２．  取締役・監査役への情報提供等、取締役会運営の円滑化については、経営企画 

     部の所管業務として体制整備に努める。 

 

（取締役・監査役のトレーニング） 

第 21 条  当社は、取締役・監査役に対し、役割・責務に適合した外部研修・セミナー等 

トレーニング機会の提供・斡旋、及びその費用の支援を行う。社外取締役・社 

外監査役に対しては、工場見学等当社事業に理解を深める機会を提供する。                                                          

  ２．   当社は、取締役・監査役のトレーニング実施状況等について、定期的に取締 

役会報告を行う。 

 

 

第６章 株主との対話 

 

（株主との建設的な対話に関する方針） 

第 22 条  当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上に資するよう、株主との

間で建設的な対話を行う。 

  ２．  当社は、管理部門担当取締役を統括責任者として、株主との建設的な対話を促

進するための体制整備を行い、経営企画部・総務部・経理部等対話を補助する部

門間の連携を確保する。 

  ３．  当社は、ホームページによる経営戦略・事業環境等の情報開示に加え、IR 活

動の充実に取り組むとともに、対話にて把握された株主の意見等については、 

     必要に応じて、経営陣・関係各部署で共有し活用する。 

  ４．  当社は、対話に際して、「インサイダー取引防止規程」に則り、インサイダー 

情報を適切に管理する。      

 

（経営戦略や経営計画の策定・公表） 

第 23 条  当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を実現するため、中期経 

     営計画を策定し公表する。 

   ２． 中長期的に資本コストに見合ったリターンを上げる観点から、保有する資源を 

     有効活用するとともに、設備投資、人材投資等を戦略的かつ計画的に行う。 

    ３． 当社は、取締役会において決定された事業ポートフォリオに関する基本的な方 

     針や事業ポートフォリオの見直しの状況について、有価証券報告書等で開示を行う。 
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第７章 その他 

 

（改廃） 

第 24 条  本ガイドラインの改廃は、取締役会の決議による。 

 

附  則  本ガイドラインは、2015 年 12 月 18 日より施行する。 

      本ガイドラインは、2017 年 4 月 26 日より改定施行する。 

      本ガイドラインは、2018 年 12 月 21 日より改定施行する。 

      本ガイドラインは、2022 年 1 月 1 日より改定施行する。 

 


